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1 調査の概要 

(1) 目的 

平成 24 年 9 月に策定された「緊急事態食料安全保障指針」において、東日本大震災の経

験を将来に生かす観点から、家庭備蓄の推進が位置付けられ、備蓄食料品の例を示すリス

ト等の作成が求められている。 

本調査では、こうした求めに応じるため、東日本大震災の被災市町村において、住民お

よび地方公共団体担当者からヒアリングを行い、震災直後の食料の到達・保有状況を調査

することを目的とする。 

 

(2) 調査の概要 

ⅰ ヒアリング調査 

調査対象地域は、岩手県釜石市、同大船渡市、宮城県仙台市、同岩沼市、福島県福島市、

同白河市の６市とし、それぞれの地域住民５人、自治体職員 1名に対し、東日本大震災に

おける食料へのアクセス状況に関するヒアリング調査を行う。 

 
ⅱ 調査結果の分析 

ヒアリング調査結果を踏まえて、食料へのアクセス状況に関する６市の傾向と問題点を

整理し、避難所における食料備蓄、各家庭における食料備蓄、効率的な調達確保等に関す

る課題を分析する。 

 

ⅲ 有識者 

本調査を的確、かつ効率的に推進するため、食料備蓄に関する有識者者から助言を得な

がら進めることとする。 

○有識者 

 

 

 
ⅳ 用語の定義 

本文中で持ちいる用語については以下のように整理する。 

「備蓄」：地震や気象災害など、非常時の食料を確保しておくための備蓄を示し、日常

生活で消費する食料は含まない。 
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２ 食料の到達・保有状況調査 

2.1 調査対象地域の選定と調査方法 

(1) ヒアリング調査地域と調査対象者 

ⅰ 調査地域の選定方法 

岩手県、宮城県、福島県の被災地域について、それぞれ都市部（人口集中地区）と都市

部以外の農村部に分類し１）、それぞれ２市町村を選定した。 

なお、選定に当たっては、前掲の有識者の助言を踏まえて設定しており、震災直後の被

災者への食料の到達、保有に対して、どのような状況がリスクとなったかを想定し、影響

する要因を調査地域選定の指標とした。 

最も大きなリスクとなる要因を重要度３とし、次に重要度２、重要度１と設定し、その

指標となる具体的な要因を選定した。 

 

①選定要因の重要度 

食料を安定的に確保しようとする場合に、どのような状況になった時が安定的に確保で

きない状況になるかを想定した。 

ます第１の状況は、食料が安定的に確保できなくなる状況は、自宅やこれまで生活して

いたエリアから移動を余儀なくされる時で、自宅に備蓄していた食料を手放さざるをえな

くなり、また日頃利用していたスーパー等からの購入も不可能となる状況を示すなど、緊

急的に食料を確保できなくなるリスクが生じる。家屋の倒壊や半倒壊などはこうした自宅

やこれまで生活していたエリアからの移動を余儀なくされ、食料が安定的に確保できなく

なる状況が発生する。 

第２の状況は、第１と比較して、自宅や日常の生活空間から移動を余儀なくされる状態

ではないが、時間の経過と共に食料を安定的に確保できなくなる状況を示しもので、道路

や鉄道など交通インフラが破壊され、物資の流入がストップした状態が該当する。 

被災当初は自宅に確保していた食糧を使用することは可能だが、食料の追加供給が困難

になり、時間の経過と共に食料を安定的に確保できなくなるリスクが生じる。 

また、電気、ガス、水等の供給がストップし、食料を確保していても食事を作る事に不

便を来す状況も同様であり、食料が安定的に確保できなくなる状況を示す。間接的な要因

であっても生活の場を移動せざるをえない状況にも発展することから、食料の安定的な調

達にとってリスク要因となり、交通インフラの破壊と同様の状態に該当する。 

                                                  
１）本調査では、都市部（人口集中地区）と都市部以外の農村部に対する考えは、調査対象者が被災時に生活してい

た場所を想定し、ＤＩＤ地区に住んでいた場合は都市部、ＤＩＤ以外の農山漁村地域等に住んでいた場合を農村部

とした。 
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さらに第３の状況として、現在も仮説住宅で暮らしている被災者が多く存在することを

踏まえ、仮設住宅での生活についても、震災後も継続して従前の生活環境を確保できずに

いる状態であり、食料の確保も従前よりも一部制限される。こうした状況も、食料が安定

的に確保できなくなる状況を示すと考えた。 

以上第１～第３の状況について、リスクの高い状況から第 1を重要度３、第２を重要度

２、第３を重要度１とした（それぞれ重要度３は３点、重要度２は２点、重要度１は１点

として、地域を選定する場合に用いる。）。 

それぞれの状況を示す具体的指標は以下のとおりである。 

第１の状況を示す指標（重要度３）：家屋倒壊数（点数３） 

第２の状況を示す指標（重要度２）：土砂災害等避難勧告及び家屋の停電個数被害（点

数２） 

第３の状況を示す指標（重要度１）：仮設住宅着工件数（点数１） 

 

②選定要因による事前選定結果 

被災状況を示す指標の点数化から点数の多い地域を選定し（表１の網掛け部分参照）、

それに対する有識者からの意見を踏まえて、当該地域の防災担当者に対してヒアリング調

査の協力を打診した。その結果、協力を得られた地域と業務多忙により協力を得られなか

った地域とが発生したため、協力を得られた地域の中からヒアリング対象地域を選定した。 

岩手県：釜石市（都市部）、宮古市（都市部）、大船渡市（農村部）、盛岡市（都市部）、

久慈市（都市部） 

宮城県：仙台市（都市部）、石巻市（都市部）、気仙沼市（都市部）、女川町（農村部） 

    名取市（都市部）、山元町（農村部）、岩沼市（農村部） 

福島県：福島市（都市部）、いわき市（都市部）、須賀川市（（都市部）、白河市（農

村部）、須賀川市（都市部）、大熊町（農村部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③調査地域選定結果 

【岩手県】 

○釜石市（都市部地域）：家屋倒壊数、土砂災害等避難勧告、停電個数被害、応急仮設

住宅着工数ともに大きな被害状況を示しており、食料の到達、保有に大きな影響を受

けた地域である。 

○大船渡市（農村部）：家屋倒壊数、停電個数被害、応急仮設住宅着工数ともに大きな

被害状況を示しており、食料の到達、保有に大きな影響を受けた地域である。 

【宮城県】 

○仙台市（都市部）：地震災害による家屋倒壊数、土砂災害等避難勧告、停電個数被害

ともに大きな被害状況を示しており、食料の到達、保有に大きな影響を受けた地域で

ある。 

＊なお、石巻市及び気仙沼市も仙台市と同様に大きな被害を受けているが、津波による

死者数が大きいことと、業務多忙による調査への協力を得られなかったことから仙台

市を取り上げた。 

○岩沼市（農村部）：女川町、山元町ともに被害状況が大きかったが、業務多忙による

調査への協力を得られなかったことから岩沼市を取り上げた。 

 

 

 

 表１ ３県主要都市の被害状況 

被災地域の
土地利用

死者数 家屋倒壊数
土砂災害等
避難勧告

停電戸数
被害

応急仮設住宅
着工数（戸数）

重要度に
よる

点数化
備考

重要度３ 重要度２ 重要度１ 重要度１

盛岡市 都市部 ○ 1

大船渡市 農村部 330 3629 ○ 1811 5
釜石市 都市部 879 3627 ○ ○ 3164 7
宮古市 都市部 420 4675 ○ 2010 5 津波被害大
久慈市 都市部 2 276 ○ 15 1
岩泉町 農村部 7 197 143
田野畑村 農村部 14 270 186

仙台市 都市部 797 23166 ○ ○ 1523 7
気仙沼市 都市部 1156 8536 ○ 3504 5 津波被害大
石巻市 都市部 3417 19374 ○ ○ 7297 7 津波被害大
名取市 都市部 941 2803 910 3
岩沼市 農村部 185 723 ○ 384 1
女川町 農村部 595 2939 1294 4
山元町 農村部 696 2208 3

福島市 都市部 3 1898 ○ ○ 1382 7
白河市 農村部 12 221 ○ 260 2 建物半壊1272
須賀川市 都市部 10 751 ○ 177 2 建物半壊2769
いわき市 都市部 307 5174 ○ ○ 3512 7 原発の影響有り

大熊町 農村部 79 48 1124 1
内閣府資料 内閣府資料 国交省資料 東電資料 国交省資料

被害状況が1000戸以上のもの、また被害の有無（○）を選定対象とした

岩
手
県

宮
城
県

福
島
県
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【福島県】 

○福島市（都市部）：地震災害による家屋倒壊数、土砂災害等避難勧告、停電個数被害 

ともに大きな被害状況を示しており、食料の到達、保有に大きな影響を受けたことか

ら福島市を取り上げた。 

○白河市（農村部）：大熊町の被害状況が大きかったが、業務多忙による調査への協力

を得られなかったことから白河市を取り上げた。 

 

ⅱ 調査対象者と調査の日程 

①調査対象者 

ヒアリング調査の対象は、岩手県釜石市、同大船渡市、宮城県仙台市、同岩沼市、福島

県福島市、同白河市の６市の住民 31 名、それぞれの自治体の防災担当者６名である。また、

対象者の条件としては、インフラ等の被害を受けた住民で、直接津波の被害を受けていな

い者を選定し、その内、避難所に避難していた者 1名、被災した住居で生活したいた者 1

名を含めることとした。 

【対象者の選定方法】 

以下の方法で選定した。 

○前掲の当該自治体担当者に対して、電話、メール等により連絡し、調査協力を依頼し

た。 

○当該自治体担当者から地域防災の取組をしている者や自治会長、消防担当者等の紹介

を受け、ヒアリングの協力要請を行うと共に、さらに、当該住民を通じて、近隣住民

や友人知人など、他に該当する住民の紹介を受け、ヒアリング調査対象者として決定

した（表２、表３参照）。 

 



6 
 

②ヒアリングスケジュール 

表２ 調査対象者（住民） 

県名 都市名 調査 

実施日 

住民 自治体 

担当者 

岩手県 釜石市 2 月 23～25 日 ６名 自宅生活者３名 

避難所生活者３名 

１名 

 大船渡市 2 月 25 日 ５名 自宅生活者２名 

避難所生活者３名 

１名 

宮城県 仙台市 2 月 20 日 

3 月 4 日 

５名 自宅生活者３名 

避難所生活者３名 

１名 

 岩沼市 3 月 8 日 ５名 自宅生活者１名 

避難所生活者４名 

１名 

福島県 福島市 2 月 15 日 

3 月 6 日 

５名 自宅生活者１名 

避難所生活者４名 

１名 

 白河市 2 月 15 日 ５名 自宅生活者１名 

避難所生活者４名 

１名 
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表３ ヒアリング対象者の属性 

 

 

 

 

 

 

土地利用 地区名

岩手県 釜石市 避難所生活者Ａ 女性 都市部 松原地区

避難所生活者Ｂ 男性 都市部 天神地区

避難所生活者Ｃ 男性 都市部 鈴子地区

避難所生活者Ｄ 男性 都市部 浜地区

自宅生活者Ｅ 女性 都市部 松原地区

自宅生活者Ｆ 男性 都市部 鈴子地区

行政担当者 男性

大船渡市 避難所生活者Ａ 女性 農村部 赤沢地区

避難所生活者Ｂ 男性 農村部 盛地区

避難所生活者Ｃ 男性 農村部 盛地区

自宅生活者Ｄ 女性 農村部 赤崎地区

自宅生活者Ｅ 男性 農村部 赤崎地区

行政担当者 男性

宮城県 仙台市 避難所生活者Ａ 男性 都市部 青葉区

避難所生活者Ｂ 女性 都市部 青葉区

避難所生活者Ｃ 男性 都市部 青葉区

避難所生活者Ｄ 女性 都市部 青葉区

自宅生活者Ｅ 男性 都市部 青葉区

自宅生活者Ｆ 女性 都市部 青葉区

行政担当者 男性

岩沼市 避難所生活者Ａ 女性 農村部 長者森地区

避難所生活者Ｂ 女性 農村部 長者森地区

避難所生活者Ｃ 女性 農村部 里の杜地区

避難所生活者Ｄ 女性 農村部 里の杜地区

自宅生活者Ｅ 女性 農村部 里の杜地区

行政担当者 男性

福島県 福島市 避難所生活者Ａ 女性 都市部 栄地区

避難所生活者Ｂ 男性 都市部 栄地区

自宅生活者C 男性 都市部 新浜地区

自宅生活者D 男性 都市部 新浜地区

自宅生活者Ｅ 男性 都市部 天神地区

行政担当者 男性

行政担当者 男性

白河市 避難所生活者Ａ 女性 農村部 屋敷裏地区

避難所生活者Ｂ 男性 農村部 北真船地区

避難所生活者Ｃ 女性 農村部 北真船地区

避難所生活者D 女性 農村部 中山地区

自宅生活者Ｅ 男性 農村部 真船地区

行政担当者 男性

被災当時住んでいた場所
県名 都市名 対象者の属性
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(2) ヒアリング調査 

それぞれの地域において、住民及び自治体担当者に対して直接面接しヒアリングを実施

した。 

 

ⅰ ヒアリングの内容 

主なヒアリング調査項目は以下のとおりであり、これらを調査票として作成し実施した。 

【主なヒアリング項目】 

ア避難所に避難していた者及び市町村体担当者へのヒアリング事項（必須） 

・避難所に避難していた人数。 

・避難所に地方公共団体の備蓄があったか。備蓄があった場合は、その量は十分であっ

たか。 

・避難所に地方公共団体以外の備蓄はあったか、備蓄があった場合は、その量は十分で

あったか。 

・避難所に避難した人は、自宅から食料を持参したか。持参した場合は、どのような品

目をどれ位持参したか。 

・避難所に備蓄以外の応急用食料は届いたか。届いた場合はいつ届いたか。 

・避難所の最初の食事はいつか。また、その食事はどのように調達したものか。 

・東日本大震災前から家庭で食料の備蓄はしていたか。 

イ避難所に避難していた者及び市町村体担当者へのヒアリング事項（追加） 

・備蓄品目への満足状況はどうだったか。 

（備蓄品目の種類は満足できるものだったか、また、その調達時期は満足できるものだ

ったか。満足できなかったのは、どのような点か。） 

・家族の年齢（乳幼児から高齢者）や、健康状態に応じた品目が備蓄されていたか。備

蓄されていた場合、年齢別に、また、健康障害別にどのような品目が備蓄されていた

か、その量は十分であったか。備蓄されていなかった場合、どのような品目が備蓄さ

れていなかったか。 

・今後、避難所では、どのような品目を、どれ位備蓄すべきと思うか。 

・どのような状況になった時に避難したのか。 

・避難した時の家族構成はどのような状況か。 

ウ東日本大震災発災直後から被災した住居で生活していた者へのヒアリング事項（必須） 

・東日本大震災前から家庭で食料の備蓄をしていたか。また、どのような品目をどれ位

備蓄していたか。 

・備蓄以外に、家庭での食料の在庫はあったか。また、どのような品目がどれ位あった

か。 
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・東日本大震災後の最初の食事はいつか。また、その食事はどのように調達したものか。 

・近くのスーパー等で食料を購入できるようになった時期はいつくらいか。 

エ東日本大震災発災直後から被災した住居で生活していた者へのヒアリング事項（追加） 

・備蓄品目への満足状況（品目、調達時期）はどうだったか。 

 また満足できなかった点は何か。 

・備蓄品目の保存状態は十分確保できたか。 

・水や食料品の調達で、隣近所との助け合いはあったか。 

・今後、家庭においてどのような品目を、どれ位備蓄したいと思っているか。 

・家庭で備蓄する場合、どのような問題点が生じると思うか。 

・住居で生活していた時の家族構成はどのような状況か。 

・避難所を利用しなかった理由は何か（食事やプライバシーの確保、家財の保全、他）。 

 

ⅱ ヒアリングの方法 

対象者への趣旨説明を行い、当該自治体内の公的施設（自治体内会議室、市民センター

や公民館、集会所等）を活用し、ヒアリング調査を実施した。手順は以下に示すとおりで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①調査対象者に対して、電話等により調査の趣旨説明、ヒアリング事項を連絡し、

調査の日時を調整する。 

③有識者          と当社担当者によりヒアリング調査を実施。 

②ヒアリング事項を調査票にまとめ、調査対象者に事前に送付する。 
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2.2  ヒアリング調査結果 

(1) ６市全体の状況 

６市の住民及び自治体職員に対するヒアリング調査結果は以下のとおりである。 

なお、母数となる対象者の内訳は以下のとおりである。 

 

    表４ 母数となる対象者 

  岩手県 宮城県 福島県 計（人） 

避難所で生活した人 7 8 6 21 

被災した住居で生活した人 4 3 4 11 

自治体担当者 2 2 3 7 

計（人） 13 13 13  39 

 

 

ⅰ 避難所生活者の食料備蓄に関する状況 

①地方公共団体の備蓄の有無とその量について 

避難所で生活した６市の住民および自治体担当者 28 名に対し、震災当時、避難所におけ

る地方公共団体の食料備蓄の有無を聞いたところ、「備蓄はあった」という回答が 29％（８

人）、「備蓄がなかった」との回答が 71％（20 人）であった。 

また地域別に、避難所への食料備蓄の有無を聞いたところ、「備蓄していた」と回答し

たのは仙台市、岩沼市、福島市であり、「備蓄していなかった」と回答したのは釜石市、

大船渡市、白河市であった。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

地方公共団体

の備蓄はあっ

た
29%

地方公共団体

の備蓄がな

かった
71%  

    図１ 避難所における地方公共団体の備蓄の有無 

n=28 
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②地方公共団体以外の備蓄の有無とその量について 

同様に、避難所で生活した６市の住民および自治体担当者 28 名に対し、震災当時、避難

所における地方公共団体以外の食料備蓄の有無を聞いたところ、「備蓄はあった」という

回答が 14％（４人）、「備蓄がなかった」との回答が 86％（24 人）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③避難所への食料の持参について 

同様に、避難所生活者 21 名に対して自宅から食料を持参したかどうかについて聞いたと

ころ、「食料を持参した」という回答が 19％（４人）、持参しなかったという回答が 81％

（17 人）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方公共団体以外

の備蓄はあった

14%

地方公共団体以外

の備蓄がなかった

86%  

    図２ 避難所における地方公共団体以外の備蓄の有

n=28 

食料持参した

19%

持参しなかった

81%  

     図３ 避難所への食料の持参の有無 

n=21 
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④備蓄以外の応急用食料の届いた時期 

避難所で生活した６市の住民および自治体担当者 28 名に対し、備蓄以外の応急用食料の

届いた時期について聞いたところ、「届いた」と回答した人は 27 名で、「届かなかった」

と回答した人は 1名であった。また、届いたと回答した人に時期について聞いたところ、

「震災の当日」と回答した人が 16 名、「翌日の 12 日」と回答した人が 8名、「13 日以降」

と回答した人が３名であった。 

当日に届いた食料は、ほとんどは他地区住民の協力による炊き出しのおむすびであり、

その量も一人当たり 1個、あるいは 1/2 個であった。また、翌日以降に届いた避難所では、

届くまでの間、備蓄されたわずかな食料や近所からの炊き出しの提供、自宅から持参した

わずかな食料を食べていたと回答している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

届かなかったと回答した人について聞いたところ、翌日 12 日なって届いたとのことであ

る。 

 

⑤家庭での食料備蓄の有無とその量について 

避難所生活者 21 名に対して、東日本大震災以前から家庭での備蓄の有無を聞いたところ、

「備蓄していなかった」と回答した人が 19 名、不明者が２名であり、ほとんどの人が備蓄

していなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

16

8

3

0

5

10

15

20

3月11日に届いた 3月12日に届いた 3月13日以降に届いた
 

   図４ 備蓄以外の応急用食料が届いた時期 

19

2

0

5

10

15

20

家庭では備蓄していなかった 不明
 

  図５ 東日本大震災以前から家庭での備蓄の有無 
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⑥避難所での食料備蓄に関する問題点 

【種類について】 

食料の種類や味、新鮮さについては、「非常時であるから仕方がない」という意見が多

かったが、おにぎりと味噌汁が 1週間も続くと飽きるとの声もあり、自治体担当者からは、

多くの住民が我慢をしていることを踏まえて、レトルト食品の種類を変えたり工夫をして

いる。 

一部の地域（福島市）で、乳幼児のための粉ミルクは備蓄されていたが、他の市では備

蓄されておらず、また高齢者のための食料（柔らかい食べ物や缶詰等）はなかったという

意見があった。 

また健康に配慮した食料（塩分を控えめにした食材やアレルギー性に配慮した食材など）

の備蓄についても、なかったと報告されている。 

 

【食料が届いた時期について】 

非常時であり多少の遅れはやむを得ないという意見が多かったが、それでもわずかの食

料でも早期に調達してほしかったという意見、また、いつ頃に配布されるのか、アナウン

スがほしかったという意見もあった（大船渡市）。 

 

⑦避難所での食料備蓄に対する意見 

○今回の震災では、人々が多く集まる公的施設（市民会館や集会所など）であっても、

避難場所として指定されていなかったために、食料備蓄がされていなかったケースが

みられ、これに対して避難者からの不満が生じている（大船渡市）。 

○食料が備蓄されていた避難所でも、その量が不足していたことが指摘されている。多

くの避難所では、今まで台風などの気象災害における一時的な避難を想定した食料備

蓄が進められてきており、今回のような大量の避難者が長期にわたって避難生活をす

ることは想定した備蓄はしていなかった。今後は、保存食が中心であっても、乳幼児

から高齢者まで、年齢に応じた食事が提供できるように、携帯コンロや調理器具もそ

ろえてほしいとの意見があった（釜石市、岩沼市、福島市、白河市など）。 

○避難所生活者 21 名に対して、避難所で備蓄すべき食料品について聞いたところ、挙げ

られたものは、主に米（避難所での炊き出しによるおにぎりづくりを想定した意見で

ある）、インスタントラーメン、味噌、缶詰、レトルト食品、粉ミルク、塩や醤油等

の調味料である。 

  また、備蓄すべき量としての意見は、避難者全員が３食、１～２日分～1週間分と

それぞれである。 
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ⅱ 被災した住居での生活者の食料備蓄に関する状況 

①家庭での備蓄の有無とその量について 

東日本大震災発災直後から被災した住居で生活していた６市の住民 11 名に対し、大震災

以前に家庭での備蓄の有無について聞いたところ、「備蓄している」という回答が３名（仙

台市２名、岩沼市１名）、「備蓄していない」との回答が８名（釜石市２名、大船渡市２

名、福島市３名、白河市１名）であった。 

備蓄している場合の食料品目については、缶詰、乾パン、冷凍した肉、魚、インスタン

トラーメン、乾麺、水等が挙げられ、その量は３～４日分となっている。 

 

②備蓄以外に普段家庭で使用する食料の在庫の有無 

同じく 11 名に対し、備蓄以外に普段家庭で使用する食料の在庫の有無について聞いたと

ころ、「食料の在庫はあった」という回答は２名（岩沼市１名、福島市１名）、「在庫は

なかった」という回答は９名（釜石市２名、大船渡市２名、仙台市２名、福島市２名、白

河市 1名）であった。 

在庫があった家庭での品目は、主に菓子パン、牛乳、野菜、缶詰、インスタントラーメ

ン等であり、量は 1日分である。 

 

③近所からのサポートの有無 

同じく 11 名に対し、近所からのサポートの有無を聞いたところ、「近所からのサポート

があった」という回答は９名で、「サポートはなかった」という回答は２名であった。サ

ポートの内容としては以下のとおりである。 

・近所からの炊き出し（おむすび、味噌汁）を受けた。 

 

 図６ 避難者からの意見（避難所で備蓄すべき食料品） 

自由回答 
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・各家庭から食料や卓上コンロを提供し、共同で炊き出しのおにぎりや味噌汁等を作っ

た。 

・近所の井戸水を提供してもらった。 

 

サポートはなかったという２名については、自宅にあった卓上コンロを用いて、備蓄し

ていた缶詰、乾パン、インスタントラーメン、ペットボトルの水、ジャガイモや玉ねぎで

食事をし、３日後にスーパーが開店したことで何とか切り抜けたと回答している。 

 

④水やガス、電気など調理用火気類の確保について 

同じく 11 名に対し、水やガス、電気など調理用火気類をどのように確保したかを聞いた

ところ、一部にプロパンガスが使用可能な地域（福島市）も見られたが、その他は調理用

火器として携帯コンロを用いており、水の不足分については近所の井戸水を利用している。 

電気の復旧は 1週間後、水は 10 日～２週間後という意見が多かった。 

 

⑤最初の食事 

被災した住居で生活していた人々も、全てが３月 11 日の夜には自宅に残っていた食料や

近所同士の炊き出しで最初の食事をしている。しかし量の不足から２～３日が限界であり、

避難所に食料を調達に行く人たちも見られたと回答している（釜石市、大船渡市）。 

また、多くの地域では、震災から３～４日後にはスーパー等で食料を購入できるように

なっており、これらを利用して食料を調達している。 

 

○外部の避難所に食料を調達に行った時期 

・３日後の 14 日には周辺の避難所に食料を調達に行った人 1名（釜石市）。 

○スーパー等で新たに食料を確保した時期 

・２日後の 13 日に調達できた人は２人である（いずれも福島市）。 

・３日後の 14 日に調達できた人は６人である（釜石市１名、大船渡市２名、仙台市２名、

岩沼市１名）。 

・９日後の 20 日に調達できた人は２名（釜石市、福島市１名）。 
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⑥家庭での食料備蓄に関する問題点 

【種類について】 

被災した住居での生活者に対するヒアリング結果では、家庭で備蓄する必要がある品目

は、缶詰、乾パン、冷凍した肉、魚、インスタントラーメン、乾麺等が挙げられている。

冷凍食品については今回の震災が冬場であったことから、冷蔵庫が使用不能でも食料とし

て使用することが可能だったという回答があった。 

 

⑦大震災の経験を踏まえて家庭での備蓄に対する考え方 

被災した住居での生活者からの意見として以下の点が挙げられている。 

○震災後は家庭で備蓄すべきという意見がほどんどで、備蓄する食料以外にも日常の生

活のなかで、いざいとう時の不安を解消するため、「冷凍庫に古くなっても良いから、

肉・魚などを多めに入れておく」という意見が多い（仙台市、福島市）。 

○備蓄すべき食料の量としては、２～４日分という意見が多い（1週間分という意見も

あった（岩沼市））。 

○被災した住居での生活者 11 名に対して、家庭で備蓄すべき食料品について聞いたとこ

ろ、長期間保存できる状態のものを確保するという意見が多く（大船渡市、岩沼市、

福島市、白河市）、主にレトルト食品（白米、赤飯、カレー）、インスタントラーメ

ン、缶詰（肉、魚、パン類）、野菜（じゃがいも、玉ねぎ、かぼちゃ等）が挙げられ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図７ 被災した住居での生活者の意見（家庭で備蓄すべき食料品） 

自由回答 
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ⅲ 自治体職員の食料備蓄に関する考え 

①震災前からの避難所の食料備蓄の管理について 

６自治体担当者７名について、震災前から避難所における食料や水等の品目や量を管理

していたかを聞いたところ、「管理していた」という回答が３名で（仙台市、福島市２名）、

他の自治体では管理はしていなかった。管理していた内容は、乾パンと水の量を年に１～

２回管理していたという回答である。 

・品目や量を直接管理していた３名（仙台市、福島市２名） 

・品目や量を直接管理していないが、自治会に任せていた４名（釜石市、大船渡市、岩

沼市、白河市） 

 

②避難所の備蓄品に対する問題点の有無とその要因 

【食料が届いた時期】 

応急用食料が届いた時期については、満足に食料を調達できたのは３日目くらいからで、

11 日、12 日はかなり混乱していたという意見が多い。 

・11 日に食料が届いたという回答は３名であった（大船渡市、福島市、白河市）。 

・12 日に食料が届いたという回答は３名であった（釜石市、仙台市、岩沼市）。 

・約 2週間後に届いたという回答が１名であった（福島市）。 

釜石市では配送手段が手配できなかったことや避難者の出入りが多く、数を確認できな

かったのが要因と回答している。 

仙台市では、事前の備えとして、まず３日程度の水と食料の確保が必要と回答している。 

 

③流通備蓄の機能について 

自治体の多くは、食料品を扱う事業者と、災害時に食料の優先的配送するなどの協定１）

をかわしており、流通システムの中で食料を備蓄しようという機能を確保しているが、今

回の大震災ではそうしたシステムが「機能した」という回答は２名（福島市、白河市）で

あった。 

機能したという回答者の中には、「ガソリンや灯油等の燃料は機能しなかった」という

回答がある。 

機能しなかったという回答では、５名全員が「提携した事業者が被災したため」という

意見であり、これまでにも、米に関しては事業者と協定があったが、今後は、交通インフ

                                                  
１）流通備蓄に関する契約 
 各自治体では、地域の食品関連会社や避難所で使用する段ボールを提供する企業などと協定を結び、物資供給の

協力体制を構築している。協定の例としては「災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書」（岩沼市）

などが挙げられる。 
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ラの被災により輸送が困難になるという心配もあるが、複数の事業者との協定も検討しよ

うとしている。 

④今後の食料備蓄に対する取組 

【避難所での備蓄】 

６市全ての自治体で、避難所の規模、乳幼児や高齢者、地域住民の年代に応じた備蓄計

画を検討することが考えられている。主な意見は次のとおりである。 

・避難所の規模、乳幼児や高齢者、地域住民の年代に応じた備蓄計画を検討する必要が

ある。また、町内会との連携が必要であり、食料品の品目や量、その管理についても

今後いっしょに検討していきたい（釜石市）。 

・避難所の規模、乳幼児や高齢者、地域住民の年代に応じた備蓄計画を検討する必要が

ある。市民アンケートでも 6割近くが、備蓄の必要性を認識しており、これを踏まえ

て、品目や量について、また避難所として指定されていない公的施設の在り方などの

計画をたてたい（大船渡市）。 

・きめ細かな対応に関しては予算が不足している（釜石市、大船渡市） 

・疲労や心理的ストレスを和らげたり、高齢者への対応から、今後甘い物（ようかん、

クリームサンド）を区に備蓄する（仙台市） 

・避難所、区役所、家庭に分けた備蓄計画を検討することが必要。最低限自分の家族を

守るための品目と、３日関程度の量の確保が必要（仙台市）。 

・備蓄の量については、今回の震災でも、比較的食料の調達がスムーズに行われた地域

では、避難所に多くの備蓄は必要がないのではないか。品目によって管理が難しいた

め、２～３日分確保できていればよいという意見もある（白河市） 

・どこで備蓄すべきかよりも、他の自治体との連携を強化し、食料の調達能力を確保す

る（白河市）。 

 

【家庭での備蓄】 

家庭で食料を備蓄すべきという回答は７名中６名であった。 

（他の１名は、他の自治体との連携を図るという回答であった） 

 

【連携】 

避難所の備蓄に関しては町内会との連携が必要であり、食料品の品目や量、その管理に

ついても今後いっしょに検討していきたいとしている（釜石市、大船渡市、仙台市）。ま

た備蓄する品目は、カタログ等をもとに市民からの声を参考にしたいという意見もある（釜

石市）。 
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多くの自治体で他県や企業などと食料の調達に関する連携を深めることも検討されてお

り、「現在、遠くの自治体と協定（食料アクセス等）を結んでいるが、より強固な関係（情

報交換や食料品の提供、人材の協力体制の確保）を構築したい」とする意見もある（白河

市）。 

【その他】 

被災した住居で生活した人々は、近所の井戸から水を確保できたことが自宅での生活を

継続することができたと回答している（福島市、白河市）。白河市では、今後、市内で水

を確保できる場所を、情報として把握していこうとしている。 

 

【市、県の役割】 

被災した地域では、当該市が一義的に責任を有しているが、今回の大震災では被災の規

模が大きく、県や国と役割分担を行い連携した災害救助、食料調達が実施された。釜石市

や大船渡市では、県と市の役割について次のように考えている。 

○市の役割 

・被害状況・被災者数の把握と県等への報告 

・被災者ニーズの把握 

・物資の被災者への配布（岩手県では多くの自治体で自衛隊が配布を担当している） 

・国・県調達物資や義援物資の受入と避難所への配送 

・市民の協力を得て、炊き出しの実施 

○県の役割 

・被害状況・被災者数の集計 

・被災者ニーズの取りまとめ 

・物資調達 

・都道府県間にまたがる支援物資の総合調整 

・物資調達の国への要請 

・国からの物資の受入と管内市町村への配送 
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(2) 都市部と都市部以外の農村部の状況 

ⅰ 避難所生活者の食料備蓄に関する状況 

①地方公共団体の備蓄の有無とその量について 

避難所で生活した都市部３市の住民 10 名に対し、震災当時、避難所における地方公共団

体の食料備蓄の有無を聞いたところ、「備蓄している」との回答が３名、「備蓄していな

い」との回答が７名であった。 

一方、農村部３市の住民 11 名に対し同様の質問をしたところ、「備蓄している」との回

答が１名、「備蓄していない」との回答が 10 名で、備蓄していなかった割合はわずかであ

るが農村部が多くなっている。 

 

②地方公共団体以外の備蓄の有無とその量について 

避難所で生活した都市部住民 10 名に対し、震災当時、避難所における地方公共団体以外

の食料備蓄の有無を聞いたところ、「備蓄している」との回答が３名、「備蓄していない」

との回答が７名であった。 

一方、農村部の住民 11 名に対し同様の質問をしたところ、「備蓄していない」との回答

が 11 名で、備蓄していなかった割合は農村部が多くなっている。 

 

③食料の持参について 

避難所で生活した都市部住民 10 名に対し、自宅から食料を持参したかどうかについて聞

いたところ、「持参した」という回答は２名、「持参しなかった」という回答は８名であ

った。 

一方、農村部の住民 11 名に対して同様の質問をしたところ、「持参した」という回答は

２名、「持参しなかった」という回答は９名で、都市部と農村部ではほぼ同じ割合であっ

た。 

 

④備蓄以外の応急用食料の調達の時期 

避難所で生活した都市部住民 10 名に対し、震災当時、備蓄以外の応急用食料の調達の有

無について聞いたところ、「届いた」と回答した人は５名の半数であった。また、これら

の人に時期について聞いたところ、「震災の当日」と回答した人が４名、13 日と回答した

人が１名であった。 

一方、農村部の住民 11 名に対して同様の質問をしたところ、「届いた」と回答した人は

11 名で、これらの人に時期について聞いたところ、「震災の当日」と回答した人が７名、

翌日の 12 日と回答した人が４名であった。都市部では食料調達に遅れが生じていたことが

理解される。 
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⑤家庭での備蓄の有無とその量について 

都市部住民 10 名に対して、東日本大震災以前から家庭での備蓄の有無を聞いたところ、

「備蓄していなかった」と回答した人が８名、不明者が２名であり、ほとんどの人が備蓄

していなかったと考えられる。 

一方、農村部の住民 11 名に対して同様の質問をしたところ、11 名全員が「備蓄してい

なかった」と回答しており、備蓄していなかった割合は農村部が多くなっている。 

 

⑥避難所での食料備蓄に関する問題点 

【種類について】 

食料備蓄の種類について、都市部住民は、粉ミルクや米への要望が比較的多く、農村部

では、レトルト食品やカップラーメン等が比較的多くなっている。 

 

【食料調達時期について】 

食料の調達時期について、都市部及び農村部ともに、非常時はしかたがないとしながら

も、それでもわずかの食料でも早期に調達してほしかったという意見（農村部 11 名中４名）

も出ている。 

 

ⅱ 被災した住居での生活者の食料備蓄に関する状況 

①家庭での備蓄の有無、普段の食料の在庫の有無について 

被災した住居で生活した都市部の住民７名に対し、大震災以前に家庭での備蓄の有無を

聞いたところ、「備蓄している」という回答が２名、「備蓄していない」との回答が５名

であった。 

一方、農村部の住民４名に対して家庭での備蓄の有無を聞いたところ、「備蓄している」

という回答が１名、「備蓄していない」との回答が３名であった。都市部と農村部ではほ

ぼ同じ割合である。 

備蓄以外に、普段家庭で使用する食料の在庫状況についても、都市部と農村部との割合

はほぼ同一で、在庫があったが３割、在庫がなかったが 7割となっている。 

 

②近所からのサポーの有無 

被災した住居で生活した都市部の住民７名に対して、近所からのサポートがあったかど

うかを聞いたところ、「サポートがあった」という回答は６名であった。 

同じく農村部の住民４名に対しても近所からのサポートがあったかどうかを聞いたとこ

ろ、「サポートがあった」という回答は４名であった。 
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サポートの内容としては各家庭から食料や卓上コンロを提供し、共同で炊き出しのおに

ぎりや味噌汁等を作り提供しあっている。 

 

③最初の食事 

被災した住居で生活していた人々も、ほとんどが３月 11 日の夜には自宅に残っていた食

料や近所同士の炊き出しで最初の食事をしている。しかし量の不足から２～３日が限界で

あり、避難所に食料を調達に行く人たちも見られた（釜石市、大船渡市）。 

また、多くの地域で震災から３～４日後にはスーパー等で食料を購入できるようになっ

ており、これらを利用して食料を調達している。 

 

④避難所への食料調達の有無 

被災した住居で生活した都市部の住民７名に対し、避難所へ食料調達に行ったかどうか

を聞いたところ、「行った」と回答があったのは 1名で（釜石市）、他は「行っていない」

という回答があった。行っていない理由としては、自宅に残っていた食料と、３日後には

スーパーでの食料調達が可能になったことを挙げている。 

一方、農村部で同様の質問をしたところ、４名中３名が「行った」と回答しており、近

所同士の炊き出しでは３日が限度という回答があった（岩沼市、白河市など）。食料調達

に行かなかった人も４日間、自宅及び近所同士で、わずかな食料を提供しあっていたが限

界となり、避難所に食料調達にいく準備をしている中で、5日目になってようやくスーパ

ーからの食料調達が可能になったと回答している（白河市）。 
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３ 調査結果の分析 

前掲の調査結果を踏まえて、食料の備蓄に関する問題点を整理し、それを解決するため

の課題を分析する。 

3.1 食料備蓄の品目や量などについて 

(1) 避難所での食料の備蓄に関する課題 

ⅰ 全体的な問題と解決に向けた課題 

①食料備蓄の品目と量について 

各自治体の食料備蓄は、これまで台風による水害や風害、雪害などの気象災害による住

民の一時的避難を対象にして、避難区域の住民を対象に危険が減少するまでの１～２日分

の水、乾パン、菓子類、缶詰などの備蓄品目や量が決められていたケースが多い。 

今回の大震災では、ライフラインが数週間にわたって完全にストップし、避難者も気象

災害時の一時的避難者とは比較できない数が発生した。道路が寸断されたため物資の流通

が大幅に遅れ、こうした点が避難所での食料不足となり避難者に不満が生じた。一部の避

難所で緊急物資が届いた時に、奪い合いが見られた例もこうした不満を示している（白河

市）。 

また一部の公的施設では、自治体から正式な避難所として指定されていなかったために

食料品は備蓄されておらず、同施設内の厨房も利用できす、屋外での炊き出し等も制限さ

れたケースがある（大船渡市）。 

災害本部となる自治体も被災し、人材や情報等が不足した時、地域からの支援要請や食

料のニーズをどのように把握し、それに対応する配布手段をどう構築していくかが問われ

ている。 

 

②食料を届ける時期について 

今回の大震災では、調査地域のほとんで、緊急の応急用食料は当日の夜か翌日の昼まで

に届けられ、その後も自衛隊の支援を受けて、定期的に届けられている。しかし、一部で

は、道路が破壊されたことで孤立化したこともあり、食料の調達が遅れた地区も見られ、

食料が届くまでの間、住民同士が家庭に残っていた食料を提供しあい、炊き出し等で対応

している（釜石市）。こうした住民同士の助け合いも２～３日が限界であるとの回答があ

り、釜石市の一部地区では、住民の一部が徒歩で、外部の避難所に食料調達に出かけてい

る。この地区では市内の被災状況を視察していた自衛隊によって本部への連絡が確保され、、

1週間後には本部からの物資が届いた。本部との連絡が途絶えていたことが要因として挙

げられている。 
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今回の大震災では、釜石市や大船渡市の緊急物資の調達手順は以下のような流れとなっ

ており、この手順の中に、宅配業者など専門の物流業者が参入するのが大幅に遅れている。 

 

 

 

 

 

 

            図８ 物資の調達手順 

 

また、食料の不足に対する人々の不安感を軽減するためには、外部から支援されている

ことを認識させる必要があり、食料がどのように調達されようとしているのかを知らせる

ことは効果があると考えらえる。 

 

ⅱ 避難所における食料備蓄に対する必要な量の検討 

避難所での食料の備蓄状況、避難所に食料が届いた時期等から、食料備蓄に必要な期間

を想定する（表５参照）。 

【避難所生活者からの回答（自治体担当者の意見を含む】 

○避難所に備蓄食料が有りその食料で生活していた期間と応急用食料が届いた時期 

・０日間（11 日に応急用食料や近所からの炊き出しが届いた）という回答：２名 

 （おにぎりが届けられている） 

・1日間（12 日に応急用食料や近所からの炊き出しが届いた）という回答：３名 

・２日間（13 日に応急用食料や近所からの炊き出しが届いた）という回答：１名 

・４日間（15 日に応急用食料が届いた）：１名 

 

○避難所に備蓄した食料がなく、外部から食事を確保できなかった期間と応急用食料が

届いた時期 

・０日間（11 日に応急用食料が届いた）という回答：13 名 

・1日間（12 日に応急用食料や近所からの炊き出しが届いた）という回答：５名 

・3日間（14 日にスーパーから食料を調達できた）という回答：１名 

・６日間（この間家庭にストックしていた食料を持ち寄って炊き出し等を行い、17 日に

応急用食料が届いた）という回答：１名 

 

本部が被災地区のニーズを把握 

被災地区からニーズ発信 

自衛隊へ物資搬送の要請 自衛隊が物資搬送
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以上、食料の備蓄があった避難所では、応急用食料が当日届いたという回答は２名、備

蓄した食料で 1日間生活したという回答が３名、２日間生活したという回答が１名、４日

間生活したという回答が１名であった。なお４日間と回答した人は、４日目にはかなり量

が不足し、品目への不満も生じていると回答している。 

一方、食料の備蓄がなかった避難所では、応急用食料が当日届いたという回答は 13 名い

るが、３月 11 日の当日に食料を確保できなかったと回答している人が５人もいる。 

こうした点を踏まえると、避難所では、３日～４日間の備蓄が必要と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

表５ 避難所への応急用食料及びスーパー等による食料調達時期 

３／11 日に食料を

確保できなかった

人が５人もいる。 

備蓄した食料で 

1 日間生活した人

が３人もいる。 
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ⅲ 県別の問題点と解決に向けた課題 

備蓄の有無や品目、備蓄に対する意識の変化、応急用食料の調達時期について、県別に

分析を行った。 

①食料備蓄の有無について 

３県はともに食料品関係の企業や宅配事業者と協定を結び、流通システムの中で食料の

緊急配布を確保することを基本としており、避難所や公的な施設に対して、十分に食料を

備蓄していなかったと回答している。また、今回、協定を結んでいた調達先が被災したた

めに物資の配送が十分に行われず、避難者数に対して確保できた食料の量がわずかであっ

たと言われている。 

岩手県の２市の避難所生活者７名と自治体担当者２名に対して避難所での食料備蓄状況

について聞いたところ、「備蓄していた」と回答があったのは１名、「備蓄していなかっ

た」という回答は８名であった。 

同様に宮城県について、避難所生活者８名と自治体担当者２名に対して避難所での食料

備蓄状況について聞いたところ、「備蓄していた」と回答があったのは４名、「備蓄して

いなかった」という回答は６名であった。 

福島県については、避難所生活者６名と自治体担当者３名に対して避難所での食料備蓄

状況について聞いたところ、「備蓄していた」と回答があったのは３名、「備蓄していな

かった」という回答は６名であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②備蓄する食料の品目について 

避難所で備蓄すべき主な品目としては、岩手県では米（おにぎり）や味噌汁としての味

噌、宮城県ではご飯類やカレーなどのレトルト食品、福島県では缶詰やカップラーメンが

挙げられている。 

 

     図９ 県別の避難所における備蓄状況 
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③食料備蓄に対する意識変化 

大震災後、岩手、宮城、福島の３県ともに家庭で備蓄すべきという意識が多くなってお

り、岩手、宮城の両県では、被難所として指定されなかった公的施設での食料不足の体験

から、指定されていない施設でも、多くの住民が集まる公的施設でも食料を備蓄すべきと

いう意識を持つようになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図 10 県別の避難所における備蓄品目 

 
     図 11 県別の備蓄に対する意識変化 
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④応急用食料が届いた日 

３県とも、発災直後から県が物資調達に関わっている。備蓄以外の応急用食料が避難所

にいつ調達されたか、その時期について県別に整理した。下図はその結果であり、これに

よると岩手県及び福島県共に 3月 11 日に調達が集中しているが、宮城県では、翌日の 12

日に集中している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ 都市別の問題点と解決に向けた課題 

①食料備蓄の有無について 

釜石市、大船渡市、仙台市、岩沼市、福島市、白河市の６都市について、それぞれ避難

所で生活していた住民、及び自治体担当者に対して、避難所での地方公共団体の備蓄状況

を聞いたところ、下図のような結果となった。 

仙台市や福島市では「備蓄していた」という回答が上回っており、釜石市と白河市では

「備蓄していなかった」という回答者が全てであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   図 12 県別の食料調達時期の状況 

 

   図 13 都市別の避難所における備蓄状況 
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②避難所での備蓄食料の品目について（複数回答） 

釜石市、大船渡市、仙台市、岩沼市、福島市、白河市の６都市について、それぞれ避難

所で生活していた住民、及び自治体担当者に対して、避難所で備蓄すべき食料の品目につ

いて聞いたところ、避難所で備蓄すべき主な品目（飲料水は除外している）としては、全

市とも米（おにぎりやおかゆにしている）を挙げており、特に釜石市では米と味噌汁用の

味噌、岩沼市ではご飯類やカレーなどのレトルト食品やカップラーメン、白河市では缶詰

やカップラーメンが挙げられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③備蓄食料に対する意識変化（複数回答） 

避難所生活者および自治体担当者に対して、食料備蓄に対する意識の変化を聞いたとこ

と、大震災後、６市ともに「家庭で備蓄すべき」という意識が多くなっており、大船渡市

や仙台市、岩沼市では、被難所として指定されなかった公的施設での食料不足の体験から、

指定されていない施設でも、多くの住民が集まる公的施設では「食料を備蓄すべき」とい

う意識を持つようになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図 14 県別の避難所における備蓄品目 
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④応急用食料の到達時期について 

【到達時期】 

備蓄以外の応急用食料の到達時期について都市別に整理した。図 17 はその結果であり、

これによると岩沼市を除いて調達時期は 11 日が多く、白河市ではほぼ 11 日に調達されて

いる。しかし、釜石市の一部地区のように道路や通信手段が寸断され、市からの食料提供

が大幅に遅れ、住民自らが食料を確保するために徒歩で他地区に出かけている例もある。 

この釜石市の一部地区では、その後被災現場の調査に来た自衛隊から本部に報告され、

食料提供が行われるようになった。大震災による被災後、釜石市では物資を求める市民の

ニーズを把握することさえ容易ではなく、物資が被災者に配送されるまでに時間を要して

いる。市本部での避難所に関する情報収集が不十分で、ニーズを把握できなかったことが

後日、行政及び市民の側から指摘されている。今後は、被災地からの食料要請がなくとも、

支援物資を確保し避難所に送り込むプッシュ型の支援１）を行うことが検討されている。 

仙台市では食料の調達時期が 11 日と 12 日にわたっており、調達エリアや規模が多かっ

たもの予想される。岩沼市では 12 日という回答が多かったが、これは海岸地区住民への配

布が優先されたことと、地方公共団体としての備蓄がわずかであったために、市側から被

災を免れた住民に協力を求め、炊き出しによるおにぎりなどを配布したことなどから、直

接津波被害を受けなかった地区避難所への食料調達が遅れたものと考えられる。 

                                                  
１） 「プッシュ型」の支援については、これが継続した場合、被災地での物資の滞留を招く懸念もある。釜石市や

大船渡市の避難所では、現実に菓子パンやカップ麺、アルファ米等が大量に届けられて滞留し、避難所では周辺の

家庭に配ったということも起きている。「プッシュ型」から地元からの要請にによって配送する「プル型」の支援に

切り替えていくことも必要となる。 
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     図 15 都市別の備蓄に対する意識変化 
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【避難所への食料調達が遅れた原因】 

避難所生活者および自治体担当者に聞いた意見として、調達が遅れた主な原因としは以

下のような回答があった。 

・備蓄物資の絶対量の不足 

・流通備蓄方式の機能不全 

・役場の被災・情報途絶・燃料油不足等による市町村による避難所等の状況把握の困難 

・情報途絶による県による被災地状況把握の困難 

・被災市町村間での物資数量の偏り 

・被災市町村間におけるコミュニティによる支援の有無の差異 

・被災地内での輸送力の低下 

・津波による車両の流失 

・マンパワーの不足 

・燃料油の不足 

・ガレキによる道路の不通 

・物流事業者等の活用不足 

 

 

【食料輸送の方法】 

各自治体の物資集積所から避難所までの食料輸送には、以下の７つのパターンがあるが、

釜石市や大船渡市、仙台市や岩沼市等では、自治体職員と自衛隊が共同で作業を行った。 

3 3

2

1

2

5

1 1

2

4

1 1 1 1

0

1

2

3

4

5

6
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11日 12日 13日以降 届かなかった
 

   図 16 都市別の食料到達時期の状況 
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○７つのパターン 

・自治体職員のみ 

・宅配業者のみ 

・自衛隊のみ 

・自治体職員と宅配業者 

・自治体職員と自衛隊 

・宅配業者と自衛隊 

・自治体職員と宅配業者と自衛隊 
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(2) 家庭での食料備蓄に関する問題点と解決に向けた課題 

ⅰ 家庭での食料備蓄に関する必要な量の検討 

被災した住居で生活していた人が、備蓄した食料で生活していた期間、外部からの食料

調達等から、家庭で備蓄すべき期間を想定する（表６参照）。 

 

【被災した住居で生活していた人の回答】 

○自宅に備蓄食料が有りその食料で生活していた期間と、外部から食料調達した時期 

・３日間（14 日にスーパーから調達できた）という回答：３名 

○自宅に備蓄食料が無く、近所から提供された食料で生活していた期間と外部から食料

調達した時期 

・２日間、13 日にスーパーから調達できたという回答：２名 

・３日間、14 日にスーパーから調達できたという回答：３名 

・４日間、15 日にスーパーから調達できたという回答：１名 

・10 日間以上、20 日目にスーパーから調達できたという回答：２名 

 ＊自宅に食料の備蓄が無かった人たちはいずれも、スーパーから調達できるまでの期

間、近所での炊き出しを受けていた。 

 

被災した住居において備蓄食料を利用していた人について、その利用期間が３日間と回

答した人が３名いる。 

備蓄食料が無かった場合では近所からの炊き出しで生活し、その期間は２日～９日間と

なっており、その後はスーパー等で食料を確保している。また、表６に示すようにスーパ

ー等からの食料確保は４日目からが多くなっている。 

以上の点から、家庭での食料備蓄については、近所同士の炊き出しによるサポートを前

提とし、３日間程度は家族が食べる分と近所同士提供しあう分とを確保しておくことが必

要と考えられる。 
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ⅱ 県別及び都市別の問題点と解決に向けた課題 

①食料備蓄に対する意識変化 

被災した住居で生活していた住民及び自治体担当者に、食料備蓄に関する意識の変化を

聞いたとこと、大震災後、岩手県、宮城県、福島県の自宅生活者は全員が、家庭での備蓄

をすべきという意識に変化している。 

都市別に見ると、大船渡市では、季節に影響されずに長期間保全できるものを、３～４

日分備蓄するという意見があり、仙台市では、1週間程度家族が食事できる量を備蓄した

いという意見がある一方、岩沼市では、電気や水が普及したのは 10 日程度かかり、家庭で

備蓄できるのは１週間が限界という意見もある。また、福島市及び白河市では、家族で２

日～1週間程度の家族の分と、近所で協力しあう分とが必要であるとし、冷凍庫に、肉・

魚などを多めに入れておくようになっている。 

いずれも、家族が食事できる量の他に、近所へ提供できる量を確保したいという意見が

多く、冷凍保存をするようになっているが、停電によるリスクを考え、どの程度の量を確

保したらよいか不安も感じている。 

家庭の食料備蓄を重点施策とするか、あくまで公的な備蓄を重点とすべきか２者択一の

考えがあるが、まず家庭での備蓄を推進し、それらが失われた時に救助するために行政に

よる公的備蓄を行うという二重構造が有効であると考える。今回の大震災では､食料調達が

スムーズに行われずに近所の住民による炊き出しのサービスを受けた避難所もあった（釜

石市他）。また、大規模な食料備蓄倉庫を確保し、管理することは自治体にとってかなり

表６ 被災した住居で生活していた住民の食料調達時期 

スーパーからの食

料調達は 4 日目か

らが多い。
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経済的負担となる。こうした点からも二重構造が望ましいと考えるが、ただその場合も、

各家庭に十分な量の備蓄を行うことが必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、家庭での備蓄品目としては、季節に影響されずに長期間保存できる状態のものを

確保する必要があるという意見があり、各自治体でも、市民みずから家庭で備蓄すること

が必要であり、２～３日分の食料（米、缶詰、カップラーメン、菓子類、水、乳幼児のた

めの粉ミルクや、アレルギー食品などの特殊な食料品）確保について啓発していきたいと

い考えている。 

なお、水の確保について今回の調査では、飲み水や調理用の水の確保はできていたが、

トイレや入浴用の水の確保は困難であった。幸いにして釜石市や大船渡市では沢水を利用

したり、また他の地域では井戸水を利用することで対応していたが、今後は、どのように

して水を確保するか、井戸水がどこに存在するのか、沢水は確保できるのか、水供給のシ

ミュレーションを行い、それらの情報を市民に提供していくことも必要になる。 

啓発する方法として、広報誌やパンフの配布、消防や防災訓練等での説明会などが考え

られている。 

 

②食料調達について 

自宅生活者のほとんどは、近所同士食料を提供しあい炊き出しによって食事を確保して

いるが、その量は３～４日が限度であり、岩手県や宮城県のように避難所へ食料調達に出

かけている地域も見られた。福島県ではほとんど行っていない。 

都市別に見ると、避難所に食料調達にいった地域は、釜石市と大船渡市、岩沼市等であ

る。避難所に行っていない理由としては、３～４日でスーパーからの食料調達が可能とな

 

   図 17 県別の食料備蓄に対する意識変化 
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ったためであり、釜石市でもスーパーからの調達により避難所に行かなかった地区も見ら

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【食料の調達時期と備蓄に必要な量】 

前掲（３、(1)、ⅰ）で示したように、震災以前には避難所での食料備蓄は気象災害を想

定した非常食が１～２日間程度備蓄されていた程度で、今回の調査によってこれらの非常

食では対応できなかった。また被災した住居で生活していた人々も、２～３日間が限度で

あったと回答している。こうしたことから、自宅で避難生活をおける場合、３日間程度は

家族が食べる分と近所同士提供しあう分とを確保し、自宅に備蓄しておくことが必要と考

えられる。 

 

【自宅生活者への物資調達が遅れた主な原因】 

自宅での生活者および自治体担当者に聞いた意見として、自宅生活者への物資の配布も

遅れており、この原因としは以下のような回答があった。 

・長期に渡る商業物流の麻痺 

・自宅で避難生活している人の状況把握の困難 

・市町村の認識の不足 

 

 

 

 

 

  図 18 自宅生活者による食料調達の状況 
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ⅲ 緊急避難行動における食料の持ち出しについて 

①緊急時の持ち出し食料品目 

前掲（図３参照）ように、避難時に家庭にあった食料を持参しなかったという回答が避

難者全体の 81％を占めている。この原因としては、「用意してあったが持ち出せなかった。」、

「母親用に菓子類や、毛布など暖をとるものも持参すべきだった。」という意見に見られ

るように非常時の精神的動揺と、「いつもの台風避難と同様にすぐに戻れると思った。」

という意見に見られる危険を打ち消そうとする願望等である。 

大震災後はこうした点にも意識変化が見られているが、日常から、家族構成、家族の健

康状態を考慮しながら、季節や１～２日程度の避難所生活を想定し､緊急持ち出し用の食料

品リストを作成し、リュックやカートなど持ち出しやすい手段とともに用意しておく必要

がある。 

以下は、ヒアリング調査を踏まえて、緊急時の持ち出し食料品等のリストを整理したも

のである。 

 

○一次的な持ち出し食料等（必要最低限のもので、1日程度しのげるもの） 

・菓子（ビスケット、クラッカー、キャンディ、チョコレート、キャラメル） 

・レトルト食品（白米、おかゆ） 

・粉ミルクや離乳食（必要に応じて用意） 

・常備薬（かぜ薬）、持病 

・水（最低一人１日１リットル、２本） 

 

○二次的な持ち出し食料等（安全を確認後に自宅にもどり、持ち出すもの） 

・アルファ米（五目ご飯や赤飯、おかゆ） 

・パン缶 

・カップ麺 

・缶詰（肉や野菜、魚） 

・レトルト食品（白米、五目ご飯、カレーご飯、おかゆ） 

・インスタント味噌汁 

・餅（水を注ぐだけで食べられるもの） 

・菓子（ビスケット、クラッカー、キャンディ、チョコレート） 

・栄養ドリンク 

・水（避難所生活の期間、避難所での水の確保の有無に応じて決める） 
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②日常の訓練 

家庭で備蓄していた人からも、いざとなった時に持ち出せなかったという意見が出てお

り、日頃から、非常食として持ち出す場合の品目を用意し、持ち出すための訓練を行うこ

とも必要と考えられる 

用意してあっても持ち出せなかった人がいたように、持ち出すことを習慣化するために、

日常の防災訓練や消防訓練等でも持ち出すための訓練を行う必要がある。 

 

(3) 流通備蓄の問題点と解決に向けた課題 

ⅰ 大震災で明らかになった点 

①機能しなかった原因 

【契約食品関連会社の被災と物流網の寸断】 

自治体担当者によると、今回の大震災では期待されていた流通備蓄が機能しなかったと

いう意見がほとんどである（白河市を除く他の自治体全てが機能しなかったと回答してい

る）。機能しなかった原因として挙げられているのが、契約１）していた食品会社が直接被

害を受けたため、食料を配送できなくなったこと、また、地震災害によって道路が寸断さ

れたことで、外部からの物流が途絶えたことなどが挙げられている。 

 

ⅱ 今後対応すべき課題 

今回の調査では、流通備蓄が機能しだしたのは 3 日～４日後という意見が多かった。避

難所には初日に避難所生活者や帰宅困難者が多く集まり、次第に人が減っていくことを考

えると、流通備蓄による食料でこれらの人に対応することは困難であり、この点が流通備

蓄の問題点である。避難所生活者の数が徐々に減少していく中で流通備蓄による食料が届

くようになるため、食料が大量に余るという事象も発生する（大船渡市他）。 

食料の需要と供給のバランスを考えると、帰宅困難者が多く発生しやすい都市部の地域

では、流通備蓄に代わる現物備蓄を重視する必要があると考えられ、流通備蓄はあくまで

長期的に食料品が欠乏しやすくなる農山村部に対して重点的にの導入を図ることを検討し

ていく必要がある。 

今後の対応として、各自治体では内外を問わず複数の事業者との協定を結ぶことを検討

しているが、エリア別にどうするかについても検討していく必要がある。 

 

                                                  
１） 流通備蓄に関する契約 
  各自治体では、地域の食品関連会社や避難所で使用する段ボールを提供する企業などと協定を結び、物資供給

の協力体制を構築している。協定の例としては「災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書」（岩

沼市）などが挙げられる。 
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3.2 備蓄の管理について 

(1)  管理主体と管理方法 

ⅰ 全体的な問題と解決に向けた課題 

自治体担当者の意見として、配布食料が不足したために届けるエリアに差が生じること

を心配し、量を確保してから配布した。そのため届ける時期が遅れたことが挙げられてい

る（釜石市、大船渡市、岩沼市）。今後、こうした点を改善するために、釜石市、大船渡

市、岩沼市等では、食料の備蓄については、市民への品目や量の公平性を適正に確保する

という前提にたって、指定避難所をはじめとして病院、市民会館、集会所など公的な施設、

さらには企業にも要請して備蓄し、緊急時の第一弾として避難者全員に食料（水、乾パン、

缶詰等）が届けられるよう確保したいという意見が挙がっている。今後、各施設や企業で

の備蓄に必要な品目や量については、地域の住民の年齢構成や高齢者、障がい者、妊産婦、

乳幼児や子育て家庭、食事制限のある方等のニーズ、男女のニーズの違いに配慮したきめ

細かい検討をしたいとしている。 

一方、細かな対応は家庭備蓄で行うべきとする自治体（仙台市）や、健康状態を考慮し

た備蓄は現場での対応で可能ではないか（岩沼市）という意見もあり、こうした点が今後

の課題として挙げられている。 

また管理についても、自治体では、備蓄した食料を使用するのは地域住民であること、

また、定期的な廃棄と補充等を効率的に行うこと、備蓄食料の他に資機材の使用方法を習

得し地域防災力を高めることなどから、地元管理が適しているのではないかと、自治体管

理とするか地元管理とするかが検討されている（釜石市、岩沼市、仙台市など）。当然の

こととして、一概に地域社会に管理をゆだねることへの危惧もある。地域社会においてコ

ミュニティが成立していない地域もあり、成立していても積極的に所属していない人も存

在するからである。今後の課題として重要な点である。 

 
ⅱ 新たなシステムの提案 

【食料備蓄の事前配布と指定管理者制度を活用した管理の外製化】 

本調査では、ヒアリング調査の結果を踏まえて、前掲に示した公的な備蓄と家庭備蓄の

二重構造による備蓄計画と、その管理の在り方について以下のように提言する。 

 

①システムの概要 

○事前に国から非常時を想定した食料を避難所及び各家庭に配布する。 

○食料の配布及びその後の管理は、避難所及び各家庭とも、第三者的機関である組織が

担当する。 
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○もし仮に災害等が発生する以前に、避難所や各家庭においてこれらの非常食料を使用

した場合は、その使用した分だけ、使用した主体、個人が支払い、費用の徴収と不足

した食糧の補充を第三者機関が受け持つというシステムを構築する。現代版の備蓄食

料に対する富山の薬売りシステムの導入である。 

○非常用食料を事前に配布し、使用した分の費用を徴収し、不足分を補充したり賞味期

限に達した品目の交換を行う第三者機関は地元のＮＰＯ等でもよい。 

○備蓄食料品目は、当面、前掲の「一次的な持ち出し食料」あるいは「二次的な持ち出

し食料」の２種類とし、細かな内容は個別に相談して決定する。富山の薬売りが家庭

の玄関先で、薬のリストを見ながら新たに補充する品目を薦めるのと同様の光景であ

る。 

 

②システム導入の効果 

○避難所や各家庭では、賞味期限に心配なく、絶えず必要とする食料を備蓄しておくこ

とが可能となる他、管理についても外製化できる。 

 

 

 

 



41 
 

資料編 

 

○関係者へのアンケート調査 

○調査票 

○個別ヒアリング結果 
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○関係者へのアンケート調査 

前掲の 6市の自治体職員を対象として、職員の視点から震災直後の被災者への食料の到

達状況や家庭での備蓄食料品の在り方を分析するため、協力の了解を得られた自治体にお

いてアンケート調査を行った。調査結果は以下のとおりである。 

○調査対象者及びその規模：６市、２１名 

 

問１ 避難所での備蓄品目について、満足できなかったことなど、どのような点が問題

でしたか？ 

「地方公共団体の備蓄は無く、避難生活直後の住民への供給に対して、不安だった。」

「地方公共団体の備蓄は無く、避難生活直後の住民への供給に対して、不安だった。」等

の回答が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２ 避難所での備蓄品目について、満足できなかったことなど、どのような点が問題

でしたか？ 

「避難所生活が長引くにつれ、避難生活者の中から食料の品目や味に対する不満が高ま

った。」「同じ種類の食料品が多く集中して調達され、不満が生じた。」「食料品の調達

に時間がかかった。」等の回答が多かった。 

 

0

1

4

8

8

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

地方公共団体の備蓄があり、避難生活直後の住民

への供給に対して、品目や量も十分だった。

地方公共団体の備蓄は無かったが、それ以外の備

蓄があり、避難所生活初期のニーズに対応できた。

地方公共団体の備蓄は無かったが、応急用食料が

届けられ避難者への供給が対応できた。

地方公共団体の備蓄があったが、避難生活直後の

住民への供給に対して、不十分だった。

地方公共団体の備蓄は無く、避難生活直後の住民

への供給に対して、不安だった。

 

 

0

1

2

2

7

7

12

0 5 10 15

その他（下記に自由にお書きください）

食料品の品目数が不足していた。

乳幼児や高齢者のための食料品が不足してい

た。

健康状態に対応した食料品（アレルギー対応

者、食事療法の必要者など）が不足していた。

食料品の調達に時間がかかった。

同じ種類の食料品が多く集中して調達され、不

満が生じた。

避難所生活が長引くにつれ、避難生活者の中

から食料の品目や味に対する不満が高まった。
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問３ 備蓄に関して、今回の大震災から、どのような点が教訓として浮かびあがりまし

たか？ 

「備蓄を推進する場合は、住民のニーズに対応できるよう、品目と量を十分に確保する

必要がある。」「物資の流通確保が重要であり、備蓄と一体的に物流の強化を推進する必

要がある。」「家庭での備蓄推進について、品目や量など必要な情報を提供し、啓発して

いく必要がある。」等の回答が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

3

4

5

8

8

9

0 5 10

民間事業者へ協力を要請し、流通備蓄という考え

をさらに強化していく必要があ

避難所はもとより、各家庭でも備蓄を推進すべ

き。

避難所や公的施設において備蓄を推進すべき

で、各家庭での負担は最小限でよい。

家庭での備蓄推進について、品目や量など必要

な情報を提供し、啓発していく必要がある。

物資の流通確保が重要であり、備蓄と一体的に

物流の強化を推進する必要がある。

備蓄を推進する場合は、住民のニーズに対応で

きるよう、品目と量を十分に確保する必要がある。
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○調査票 

○調査票１（避難所に避難していた者へのヒアリングシート） 
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○調査票１(つづき) 
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○調査票２（被災後も避難所ではなく住居で生活していた者へのヒアリングシート） 
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○調査票３（当該自治体担当者へのヒアリングシート） 

 



48 
 

○調査票３（つづき） 
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○個別ヒアリング結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        岩手県釜石市 

    岩手県大船渡市 

    宮城県仙台市 

    宮城県岩沼市 

    福島県福島市 

    福島県白河市 
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○食料備蓄に関するキーワードの分析（テキストマイニングによる分析） 

都市別のヒアリング結果を用いて、食料の到達、保有状況に関してどのようなキーワー

ドが問題や課題と関係しあっているかを分析した。この関係性を見ることで、今後、食料

の家庭備蓄を推進していく上で何らかのヒントを与えてくれるものと考えた。 

 

ⅰ 使用するデータ 

分析には６市の市民及び自治体担当者のヒアリング結果を用いる。 

①ヒアリング結果 

・避難所及び家庭での食料備蓄状況 

（食料備蓄の有無、近所からのサポート状況） 

・応急用食料が届いた時期 

・スーパー等で食料を購入した時期 

・備蓄に関する問題点（避難所及び家庭） 

・備蓄に対する今後の考え 

  （大震災からの教訓、備蓄への重点的政策） 

 

ⅱ 分析方法 

ヒアリング結果をデジタル化し、テキスト

マイニングにより、食料の到達・保有状況等

から、問題となるキーワード検索し、家庭備

蓄に対して必要な点は何かを整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テキスト
データ

ノイズの削除

テキストの
頻度分析

上位一定個数
を抽出

共起度の
分析

上位一定個数
を抽出

リンク表現

頻出度、共起度
ランク別に
リンク図

上位グループ
重要キーワード

次位グループ
参考となるキー

ワード  

     図資料１ 分析手順 
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ⅲ 分析結果 

①家庭における食料備蓄の必要性 

６市全体のヒアリング結果を、表資料１に示すように、第１にテキストの頻度と共起度

が高いグループとして実線でクラスタリングされた塊を見い出し、この中に含まれる語か

らこの塊のテーマを検討する。 

第２に、頻出度の高さを示す緑色が付加されたテキストを抽出し、第１のテーマと関連

づける。以上から、考察したものが以下の文章であり、家庭における食料備蓄の必要性が

強くなっていることが理解される。 

 

表資料１ キーワードを抽出するための考え 

記号 頻出度を示す 記号 共起度を示す

高い 高い

低い 低い  

 

【図中①について】 

食料の確保がテーマとなった言葉の集合であり、以下の点が読み取れる。 

・今後は、自宅で生活する人も家族や、近所への供給を考慮して量の確保が必要となる。 

・また、食料備蓄の管理については、自治会や企業など地域と連携し、いっしょになっ

て確保していることを検討する必要がある。 

 

【図中②について】 

家庭での備蓄する食料の品目がテーマとなった言葉の集合であり、以下の点が読み取れ

る。 

・備蓄する食料としては米、缶詰、水、レトルト食品を確保する必要がある。 

・高齢者や乳幼児のための粉ミルクを備蓄する必要がある。 
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           図資料２ 食料の到達、保有状況に関するキーワード 

① 

② 

② 




